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第三蔀：論考特集 BOSA！立国ニッポレ
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災害対応と情報。 災害対応分野の論文に「人道支護活動とコミュニティの彰成」（林勲男編著『白熱災害と復興支援叫がある
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震災の当日から住居の再建や生業探しを行うことにな

る。日本では、 救命救急から緊急支援、 そして復興支援

へと復興は段階的に理解されているが、 インドネシアで

は被災直後からこれらが同時に始まるのである。

もうひとつの鞘設はボランティア社会である。国内で

災害が発生すると、 地方政府、 民間企業、設党など多く

の司体が全国各地からボランティアを被災地に派遣す

る。インドネシア語でfレラワン」と呼ばれるボランティ

アは、派遣元団体の名称が縫い付けられたジャケットを

着て救援活動に当たる。派遣先が一 目でわかるためも

あってか、 災害が発生すると各国体が競い合うかのよう

にボランティアを派遣する状況が生じているc

防災を考えるに辻その土地の地元文化への理解が大切

とは伝統芸能のよ

うな洗練された文北を指しているわけではない。「イン

ドネシアでは家や建物をどんどん改築するj
「インドネ

「文化」ここで言うである。ただし、

といった人びとの考え方や

日本の訪災・離震の技箭や経験

を弛のアジア諸国に伝えるにはどのようなことに詮意す

シアでは災害が発生すると全国各地から競うようにボラ

ンティアが被災地に集まるj

ふるまいを指している。

る必要があるのか。2む04年のスマトラ沖地震津波〈イ

ンド洋津渡）を契機として訪災への取り組みや意識が大

きく変化しつつあるインドネシアの地震災害の事例をも

とに考えたい。

見譲かれている関本部酷災む特性

この二つの特徴は、 インドネシアの災害対応、

け緊急支援における外国からの支援のあり方に大きな見

直しを追っているG 緊急支援で誌、 支援者が水や食糧主

どの生活必需品を被災地付近の大きな町などで調達し、

それを被災地に搬送して配給する。物資の調達や被災者

のニーズの把握、 そして効率よく平等な配給を行ううえ

では、 外国人より土地勘のある国内ボランティアのほう

が適している。いずれインドネシアでは行政と国内ボラ

ンティアだけで緊急支援詩の生活必書品の配給が行える

ようになるものと思われる。

とりわ

インドネシア社会のこつの変化

16万5,000人以上の死者・行方不明者を出した2004年の

スマトラ沖地震津波以降、 インドネシアでは多数の死者

を出す震災が毎年のように起こっている。こり問、 イン

ドネシア社会は防災に憶して大きな変化を経験してきて

いる。災害対策法の暫定（2007）といった行政の対応も

ここで日を向けたいのは社会における変化、 す

なわち社会的流動性の高さとボランティア社会の顕在化

この二つの特徴は、 インドネシアの防災に対す

る外題の関わち方に大きな変化を追っている。

三うるが、

である。

社会的流動性の高さとは、 人の移動が頻繁で構成員の

出入りが識しいことに加えて、 災害対応に関しては、 生 そのようになったとき、 外国の支援団体は現地で入手

できない物資、 技術、 考え方などの提供に特イとしていく

日本による支援では、 地震発生これに関して、

メカニズムと耐震技術の二つの重要度が高まっていくも

のと思われるG

インドネシアで地震発生宣後に現地調査を行ったと

き、悲が日本人だとわかると地震発生のメカニズムと謝

震技請について教えて廷しいとしばしば求め§れた。私

だろうG

活の基盤である住患と生業の形が匝定されていないこと

が挙ずられる。インドネシアでは、 住居の増改築が頻繁

しかも持ち主が自§作業するのが一般的であ

ひとつの議場で長く勤めるよりも、 日常的に

転職の機会をうかがい、条件が合えば転識する人も少な

このような社会では住居の増改築や職探しがい

わばE常的に行われており、したがって、極端に言えば、

に行われ、

る。また、

くないq
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2007年スマトラ畠南西欝沖地震｛ベンクjレ地震｝の発生から38自の被災地の壕子J主ff;が自力で家屋の再建を行い（上段左おλアブラヤシ｛下段左〕

やコメ（下設右）の収護が有われている。ロ最影：lU本博之］

ことを考患に入れる必要があるc インドネシアの人びと

は、 家やピノレを建てたも何十年もそのままの形で維持し

ようとは考えず、 使ってみて不都合があればすぐに改造

してしまう。改造に改造を重ねるうちに、 建物がどんど

この考

え方を直ちに変えさせるのは現実的ではないため、 新築

時の耐震性だけでなく、 転用や改築された場合の耐震性

をどう保っかが重要となる。

震災が起こると、 行政や支援団体が復興住宅を建設す

る。護興住宅は爵震性を十分に考憲して建て邑れている

そこに住む人びとはいずれ復興生宅を改造す

る。改造するなとは言えない以上、 改造するならどの点

だろうが、

に注意すべきかを所有者とその子たちに教えることも必

要だろう。

は歴史や文化が専門なので理学や建築は専門外だと説明

しても、 訪問する先々で 「余震はいつまで起こるむかfど

うすれば地震で割れ主い家を建てられるのか」などと尋

ねられた。人道支援の実務者にも、 被災地で同とような

経験をした入が少なくないと関心

このことは、 インドネシアの人びとが訪災分野での日

本の特性を正確に抱握していることを意味している。私

たちは日本からインドネシアの様子を観察しているつも

りでも、 実はインドネシアからも日本の壊子を観察して

おり、 地震発生メカニズムと酎震技術では日本が覆れて

いると理解している。まさに「顔の見える援助」 にふさ

わしい支援内容である。

このように考えるならば、 緊急援助物資の配給誌でき

んつぎ足され、 用途も到のものに変わっていく。
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昌主主のi曹；j1とアジア諸盟のi詰災

インドネシアの事備をもとに、 百本から社会的涜動性

の高い社会への防災・酎震の技術や経験の移転の方法に

ついて検討してみた。もっとも、 最近では日本も社会的

流動性が高い状況が見られるように主 ってきている。訪

災・耐震の技術や経験を値のアジア諸国に移転する試み

は、 将来の自本における訪災や耐震を考えるうえでも役

に立っかもしれない。

日本からは医

療チ ームとともに建築チ ームを派遣するという考え方も

ありうるだろう。被災者は被災の当日から住居の再建を

行おうとするため、 建築チ ー ムが緊急段摺から被災地入

りして耐震技術を指導することには大きなニ ー ズと意義

があるように，Eわれる。

るだけ地元の行政やボランティアに径せ、

日本の酎震

車諦や攻築を前議とした謝翠技稿者

インドネシアに酎震技楕を伝える際には、

39 Journal of Ar，仁hitecture and Building Science I 2010】5 I vol. 125 No.1604 I 

技術をそのまま伝えるのではなく、 社会的流動性が高い




